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2024 年度国立研究開発法人理化学研究所調達等合理化計画 
 
「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」(平成 27 年 5 月 25 日総務大

臣決定)に基づき、国立研究開発法人理化学研究所（以下、「理研」という。）は、事業及び事

務の特性を踏まえ、PDCA サイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続

的に調達等の合理化に取り組むため、2024 年度の調達等合理化計画を以下のとおり定める。 
 
１．調達の現状と要因の分析 

理研は、我が国で最大規模かつ最高水準にある、自然科学全般に関する総合的研究機

関であり、常に世界トップレベルの研究成果の創出を目標とし、優れた研究環境や先進

的な研究システムの整備に努めるとともに、研究開発能力を強化し、新たな分野を切り

開く努力を行っている。理研だからこそ取り組める課題を明確化し、理研だからこそで

きる研究を実践することにより、科学と社会との相互の信頼が深まることで、互いにつ

ながっていく場となることを目指し、そこで成果を出すことで、社会から信頼され社会

との好循環ができ、未来に向けた成長につなげたい。そのために、研究で必要となる機

材等の調達においては、公正性・透明性を確保しつつ、理研の研究開発業務の特性を考

慮した合理的で適切な調達を行うよう努めている。 

すなわち、契約については、原則として一般競争入札等の競争性のある契約方式によ

るものとし、事業及び事務の特性を踏まえつつ、自律的かつ継続的に調達等の合理化に

取り組んでいる。 

一方で、一般競争の手続きに付している調達の中に、随意契約で処理するのが適当な

ものがないか、仕様内容を精査し、随意契約に該当すると考えられた案件については、

公平性、透明性を十分に確保するため、全件契約審査委員会による事前審査の上、妥当

と判断されたものは随意契約とした。限られた時間内での審査件数が年々増加している

ことから、事前審査の精度の確保・維持を図りつつ、委員の負担軽減に考慮した審査体

制とするため、契約審査委員会の下に作業部会（全地区の契約担当役で構成）を新たに

設置し、300万円未満の事前審査を分掌することとした（これにより、理研全体の随意契

約理由の判断向上・記載の標準化にも貢献した）。 

また、随意契約を含む全ての案件で「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについ

て（平成21年11月17日閣議決定）」を受け設置した監事及び外部有識者で構成する契約

監視委員会による点検も受けている。 

理研では、最新の技術や世界最高水準の高度な仕様となることから、一者応札率が高

くなってしまう傾向にあるが、2023年度の一者応札率（件数ベース）については、対前

年度比で0.5ポイント改善した。全体件数が大幅に増加する中での改善の達成であり、複

数者応札件数については、対前年度比で60件増加した。これは、従来からの取組（後述

の「一者応札・一者応募に関する取組」）に加え、契約担当者が入札候補業者の掘り起

こし・声掛けを継続実施した結果だと考えている。 

 なお、世界的な半導体不足やサプライチェーンの寸断による納期遅滞については、件
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数ベースで2021年度73件、2022年度25件、2023年度7件で推移しており、近年続いてい

た不安定な供給網での調達リスクについては、概ね改善されたものと考えている。 

 

（１） 理研における 2023 年度の契約状況は表 1 のとおり、少額随意契約基準額を超える契

約件数は 3,602 件（対前年度比 543 件増加）、契約金額は 931 億円（対前年度比 304
億円増加）であった。このうち競争性のある契約は 2,473 件（68.7％）、404 億円

（43.4％）であり、競争性のない随意契約は 1,129 件（31.3％）、527 億円（56.6％）

となっている。2022 年度と比較して、競争性のない随意契約の合計件数は 240 件増

加し、金額も 356 億円増加した。全体に占める割合でみると、件数で 2.2 ポイント、

金額で 29.3 ポイント増加した。これは、一般競争の手続きに付している調達の中

に、随意契約で処理するのが適当なものがないか、仕様内容を精査し、随意契約に該

当すると考えられた案件は、随意契約理由等を契約審査委員会で審議の上、妥当と判

断されたものは随意契約に変更するなど、案件の特性に応じて、適切な契約方式を採

用した結果と考えている。 
 
表 1 2023 年度の理化学研究所の調達全体像               (単位：億円) 

 
2022 年度 2023 年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
2,127 

（ 69.5％） 

451 

（ 71.9％） 

2,430 

（ 67.5％） 

389 

（ 41.8％） 

303 

（ 14.2％） 

△62 

（△13.7％） 

企画競争・公

募 

43 

（  1.4％） 

5 

（  0.8％） 

43 

（  1.2％） 

15 

（  1.6％） 

0 

（  0.0％） 

10 

（ 200.0％） 

特例随意契約 
- 

（  -  ） 

- 

（  -  ） 

- 

（  -  ） 

- 

（  -  ） 

- 

（  -  ） 

- 

（  -  ） 

競争性のある

契約（小計） 

2,170 

（ 70.9％） 

456 

（ 72.7％） 

2,473 

（ 68.7％） 

404 

（ 43.4％） 

303 

（14.0％） 

△52 

（△11.4％） 

競争性のない

随意契約 

889 

（ 29.1％） 

171 

（ 27.3％） 

1,129 

（ 31.3％） 

527 

（ 56.6％） 

240 

（ 27.0％） 

356 

（ 208.2％） 

合 計 
3,059 

（ 100％） 

627 

（ 100％） 

3,602 

（ 100％） 

931 

（ 100％） 

543 

（ 17.8％） 

304 

（ 48.5％） 
 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
（注 2）比較増△減の（ ）書きは、2023 年度の対 2022 年度伸率である。 
（注 3）競争入札等には、競争入札を実施したが落札に至らず、交渉の結果随意契約としたものを含む。 

 

（２） 理研における 2023 年度の一者応札・応募の状況は、表２のようになっており、契約

件数は 2,057 件（83.8％）、契約金額は 328 億円（82.8％）である。2022 年度は

1,810 件（84.3％）、363 億円（86.8％）であったので、件数で 0.5 ポイント、金額で

4.0 ポイント減少した。理研は、独創的・先端的な研究機関であり最新の技術を取り

入れたものや、世界最高水準の高度な技術を要求することから、対応できる業者が限

られることが多いという事情もあり、近年は、一者応札率が微増傾向であったが、従

来からの取組に加え、契約担当者が業者を探して声掛けを行う取組を継続実施したこ

とにより減少に転じた。全体件数が大幅に増加する中でのポイント改善の達成であ

り、複数者応札件数については、2023 年度は 397 件で、2022 年度の 337 件よりも

60 件増加した。契約種別毎の一者応札率（件数）については、全体の約 6 割を占め
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る物品では対前年度比で同水準（84.7％→84.8％）、約 3 割を占める役務では 2.2 ポイ

ント改善（83.2％→81.0％）した。人事ラインが所掌している労働者派遣の一者応札

率が高い（91.7％→97.0％）のは、高度な専門性を求めるため応札者が限定されやす

いことによるものと考えられる。労働者派遣を除いた、物品、役務、工事で一者応札

率を算出すると、2023 年度は 82.6％となり、2022 年度の 83.6％より 1.0 ポイント改

善していることから、一者応札に関する施策の着実な実施により一者応札率は低減

し、一定の効果が確認できた。 
 
表 2 2023 年度の理化学研究所の一者応札・応募状況          （単位:億円） 

 2022 年度 2023 年度 比較増△減 

２者以上 

件数 
337 

（ 15.7％） 

397 

（ 16.2％） 

60 

（ 17.8％） 

金額 
55 

（ 13.2％） 

68 

（ 17.2％） 

13 

（ 23.6％） 

１者以下 

件数 
1,810 

（ 84.3％） 

2,057 

（ 83.8％） 

247 

（ 13.6％） 

金額 
363 

（ 86.8％） 

328 

（ 82.8％） 

△35 

（ △9.6％） 

合 計 

件数 
2,147 

（  100％） 

2,454 

（  100％） 

307 

（ 14.3％） 

金額 
418 

（  100％） 

396 

（  100％） 

△22 

（ △5.3％） 
 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
（注 2）合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 
（注 3）比較増△減の（ ）書きは、2023 年度の対 2022 年度伸率である。 

 
２．重点的に取り組む分野（【 】は評価指標） 

１．の現状分析等及び理研における調達の特性を踏まえ総合的な検討を行った結果、法

人の使命である「研究成果の最大化」を推進するために、以下、それぞれの状況に即した

調達の改善及び事務処理の効率化に努めることとする。 

（１）随意契約に関する取組 

随意契約については、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月閣

議決定）」において、「一般競争入札を原則としつつも、事務・事業の特性を踏まえ、

随意契約によることができる事由を会計規程等において明確化し、公正性・透明性を確

保しつつ合理的な調達を実施すること」との方針が示されたことに基づき、総務省が示

す随意契約によることができる具体的なケースを踏まえ、研究所の研究開発業務の特性

を考慮した適切な調達ができたかを検証する。また、多様な調達に対応するため以下の

調達方式も活用する。 

【少額随意契約基準額を超える契約案件に占める競争性のない随意契約となった

案件が随意契約として適切なものであったか。また、下記方式の効果も検証す

る。】 

① 企画競争方式 

発注する業務に関する企画提案や技術提案を広く公募し、その提案内容や業務遂行

能力が最も優れた者を契約相手として選定する企画競争を実施する。 
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【随意契約における企画競争方式を実施した結果、提案内容や業務遂行能力が最

も優れた者を契約相手とできたか具体的事例をもって検証する。】 

② 随意契約の事前確認公募方式 

     専門知識や経験、特殊な技術等が不可欠な案件について、特定の者との随意契約

による契約を締結する場合に、事前に案件の仕様書を公表して、業務の実施に必要

な要件を明示することで、契約締結を予定している者以外で当該業務を実施するこ

とができる者の有無を確認することにより、競争性及び透明性を確保する。 

【随意契約の事前確認公募を実施した件数、また、随意契約の事前確認公募を実

施した結果入札へ移行することとなった件数等を把握するなど、競争性及び透

明性が確保できたか検証する。】 
 
（２）一者応札・一者応募に関する取組 

【競争入札に占める一者応札・応募の件数を、以下の施策を着実に実施すること

で低減に努める。また、以下の施策の効果を検証する。】 
① 調達情報公開の継続 

 入札希望者が調達内容の詳細を容易に取得できるように理研のホームページ上に調

達情報を掲載し、仕様書等をダウンロードできるようにしている。 
 また、希望する業者に対しては、入札情報の自動配信サービスも実施している。 
 今後も入札希望者が調達内容を把握できるよう調達情報の公開に努めていく。 

【ホームページ上に調達情報の掲載を行ったか。入札情報の自動配信サービスを

実施したことでの業者からの関心等効果の検証】 
② 公正性、競争性の担保 

     調達要求元が仕様書を作成する際に、過度な制限や一者偏重（特化）になること

を避け公正性、競争性を担保するために、適正な仕様書の作成を行うよう啓発に努

める。 
【仕様書の作成に関する注意、啓発等の回数】 

③ 入札参加要件の緩和 
     競争参加者に対して求める実績については、調達対象分野における経験及び技術

力の確保を目的とした実績要件から、可能な範囲で必要最低限の経験及び技術力の

確保を実績要件とするよう緩和に努める。 
【入札参加の緩和を行った件数】 

④ 公告期間の確保 
 理研の契約事務取扱細則においては、「一般競争に付そうとするときは、入札期日

の前日から起算して少なくとも 10 日以前に掲示、その他の方法により公告するもの

とする。」と定められているが、実際には、「止むを得ない場合を除き、業務日で 10
日以前に公告する。」こととして、応札者が十分な準備期間を確保できるよう配慮し

ている。 
今年度も引き続き、案件ごとの特殊性も考慮の上、より適切な公告期間の確保に努

める。 
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【業務日で 10 日を超えて公告期間を確保した件数、業務日で 10 日間とした件

数、公告期間の短縮を行った件数を比較しより長く確保したか検証する。】 
  
（３）単価契約及び一括契約の締結促進の取組 
   随意契約の件数を削減し、効率的な予算執行を実施するため、消耗品や耐久消費財、

役務等について、単価契約及び一括契約の締結を促進するとともに、調達の集約効果に

よる事務業務の負担軽減を目指す。 
【単価契約及び一括契約による調達を業務効率の向上につながるように検討した

上で実施し、効果について検証する。】 
 
（４）Web 調達の活用 
  少額で購入頻度の高い消耗品等の調達については、発注手続きの効率化に資するもの

として、近年発達してきた Web 調達が挙げられる。 
  Web 調達については、全所で利用可能となっていることから、これを活用することによ

り、調達の簡素化等業務の効率化を目指す。 
【Web 調達の活用により調達の簡素化等業務が効率化されたか検証する。】 

 
（５）ICT（情報通信技術）の活用 

契約依頼、調達手続き、納品確認など一連の契約手続きの各段階で ICT を活用するこ

とで、契約手続きの効率化、及び調達業務に係る新しい働き方改革の実現を目指す。 
【契約手続きの効率化と働き方改革への貢献について検証する。】 

 
３．調達に関するガバナンスの徹底（【 】は評価指標） 
（１）発注権限の遵守 
   理研においては原則としてすべての発注は契約担当部署から行う。 

【原則として、全ての発注は、契約担当部署からの発注としたか。】 
 
（２）随意契約に関する内部統制の確立 
   少額随意契約基準額を超える随意契約案件については、事前に契約審査委員会におい

て、会計規程等における「随意契約によることができる事由」との合規性の観点から適

否の審査を受ける。 
【少額随意契約基準を超える競争性のない随意契約について、全件契約審査委員

会の審査を実施したか。】 
 
（３）契約担当部署による納品確認の徹底 
   検収にあたっては、契約担当部署（納品確認センター及び納品確認スタッフ）による

納品確認を実施しており、不正防止の観点からこれを確実に実施する。 
【物品の納品にあたって、確実に納品確認を行ったか。】 
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（４）公的研究費の不正使用防止のための取組 
   研究費の不正使用の防止及び適切な執行を行うために、調達手続の枠組みを契約担当

部署で共有するとともに、所内へ周知徹底する。 
【事業所の契約担当者間で共有を行ったか。所内へ周知を行ったか。】 

 
４．自己評価の実施 
  調達等合理化計画の自己評価については、各事業年度に係る業務の実績等に関する評価

の一環として、年度終了後に実施し、自己評価結果を主務大臣に報告し、主務大臣の評価

を受ける。主務大臣による評価結果を踏まえ、その後の調達等合理化計画の改定・策定等

に反映させるものとする。 
 
５．推進体制 
（１）推進体制 

 本計画に定める各事項を着実に実施するため、契約担当理事を総括責任者とする調達

等合理化検討委員会を設置した。調達等合理化検討委員会を中心に、調達等合理化に取

り組むものとする。 
また、必要に応じて同委員会に作業部会を置き、具体的な作業等を行うものとする。 
調達等合理化検討委員会の構成 
委員長：契約担当理事 
委員： 
・契約業務部長 
・筑波事業所研究支援部長  
・横浜事業所研究支援部長  
・神戸事業所研究支援部長  
・播磨事業所研究支援部長 
上記のほか、委員長は、必要に応じて委員を指名可能。 

 
（２）契約監視委員会の活用 
    監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会は、当計画の策定及び自己評

価の際の点検を行うとともに、これに関連して「契約状況の点検・見直し方針」（平成

21 年 11 月 26 日理事会議決定）に該当する個々の契約案件の点検・見直しを行い、そ

の審議概要を公表する。 
         
６．その他 
 調達等合理化計画及び自己評価結果等については、理研のホームページにて公表するもの

とする。 
 なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調達等合理化計

画の改定を行うものとする。 
以 上 
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NO． 計画 評価指標 自己評価

1

2.重点的に取り組む分野

　2023年度調達等合理化計画１．の現状分析等及び理研にお
ける調達の特性を踏まえ総合的な検討を行った結果、法人の使
命である「研究成果の最大化」を推進するために、以下、それぞ
れの状況に即した調達の改善及び事務処理の効率化に努める
こととする。

- -

2

（1）随意契約に関する取組

　随意契約については、「独立行政法人改革等に関する基本的
な方針（平成25年12月閣議決定）」において、「一般競争入札を
原則としつつも、事務・事業の特性を踏まえ、随意契約によるこ
とができる事由を会計規程等において明確化し、公平性・透明
性を確保しつつ合理的な調達を実施すること」との方針が示さ
れたことに基づき、総務省が示す随意契約によることができる
具体的なケースを踏まえ、研究所の研究開発業務の特性を考
慮した適切な調達ができたかを検証する。また、多様な調達に
対応するため以下の調達方式も活用する。

少額随意契約基準額を超える契約案件
に占める競争性のない随意契約となった
案件が随意契約として適切なものであっ
たか。また、下記方式の効果も検証する。

　入札基準額以上の契約案件に占める競争性のない随意契約は、2022年度は889件
（29.1％）、171億円（27.3％）であったが、2023年度は1,129件（31.3％）、527億円（56.6％）
となり、件数で2.2ポイント、金額で29.3ポイント増加した。これは、一般競争の手続きに付し
ている調達の中に、随意契約で処理するのが適当なものがないか、仕様内容を精査し、
随意契約に該当すると考えられた案件は、随意契約理由等を契約審査委員会で審議の
上、妥当と判断されたものは随意契約に変更するなど、案件の特性に応じて、適切な契約
方式を採用した結果と考えている。また、金額ベースの増加が大きい要因としては、量子
コンピュータ専有アクセス権の使用許諾（約175億円）の調達があったこと、電気・ガスの入
札で不調となり、結果として競争性のない随意契約（合わせて約150億円）を締結せざるを
得なかったことなどによる影響もあると考えられる。
　入札基準額以上の競争性のない随意契約については、すべての案件について契約審
査委員会による事前審査を実施し、研究所の研究開発業務の特性を考慮した適切な調達
ができた。

3

①企画競争方式

　発注する業務に関する企画提案や技術提案を広く公募し、そ
の提案内容や業務遂行能力が最も優れた者を契約相手として
選定する企画競争を実施する。

　随意契約における企画競争方式を実施
した結果、提案内容や業務遂行能力が最
も優れた者を契約相手とできたか具体的
事例をもって検証する。

　企画競争方式の実施件数は13件（うち10件は複数者の応募）であった。企画競争方式を
採用することで、提案内容や業務遂行能力が最も優れた者を契約相手先として選定する
ことができた。
　例としては、「AI 研究開発の進化を踏まえたAIPプロジェクトの研究開発課題に係る分析
調査」について2者の応募があり、外部の専門家による創意工夫のある調査方法の提案
やより効果的な国内外の研究開発動向等の調査分析を行えるか否かを判断した上で、最
も優れた提案を行った者を契約相手とすることができた。また、「スーパーコンピュータ『富
岳』を活用した研究成果紹介動画の企画・制作」については11者の応募があり、この中か
ら書類審査を経てプレゼン審査を行い、本企画に対する提案・並びに過去の類似案件の
実績に対して評価を行った。その結果、最も優れた者を契約相手として選定することがで
き、計算科学研究センターの取組や「富岳」等のハイパフォーマンスコンピューティング
（HPC）への興味喚起、HPCの重要性と意義への理解促進に資する動画を公開することが
できた。

4

②随意契約の事前確認公募方式

　専門知識や経験、特殊な技術等が不可欠な案件について、特
定の者との随意契約による契約を締結する場合に、事前に案件
の仕様書を公表して、業務の実施に必要な要件を明示すること
で、契約締結を予定している者以外で当該業務を実施すること
ができる者の有無を確認することにより、競争性及び透明性を
確保する。

　随意契約の事前確認公募を実施した件
数、また、随意契約の事前確認公募を実
施した結果入札へ移行することとなった件
数等を把握するなど、競争性及び透明性
が確保できたか検証する。

　随意契約事前確認公募方式の実施件数は30件であった。このうち6件において、他社が
案件に興味を示し、調達ホームページ上から資料をダウンロードしており、透明性、競争
性の観点から事前確認公募を実施した効果があった。なお、他社からの参加意思表示に
よって入札へ移行した案件はなかった。

1 / 4 ページ



NO． 計画 評価指標 自己評価

5 （2）一者応札・一者応募に関する取組

　競争入札に占める一者応札・応募の件
数等を、以下の施策を着実に実施するこ
とで低減に努める。また、以下の施策の
効果を検証する。

　一者応札案件は、2022年度は1,810件（84.3％）、363億円（86.8％）であったが、2023年
度は2,057件（83.8％）、328億円（82.8％）となり、件数で0.5ポイント、金額で4.0ポイント減少
した。理研は、独創的・先端的な研究機関であり、最新の技術を取り入れたものや、世界
最高水準の高度な技術を要求することから、対応できる業者が限られることが多いという
事情もあり、近年は、一者応札率が微増傾向であったが、従来からの取組に加え、契約担
当者が業者を探して声掛けを行う取組を継続実施したことにより減少に転じた。全体件数
が大幅に増加する中でのポイント改善の達成であり、複数者応札件数については、2023
年度は397件で、2022年度の337件よりも60件増加した。契約種別毎の一者応札率（件数）
については、全体の約6割を占める物品では対前年度比で同水準（84.7％→84.8％）、約3
割を占める役務では2.2ポイント改善（83.2％→81.0％）した。人事ラインが所掌している労
働者派遣の一者応札率が高い（91.7％→97.0％）のは、高度な専門性を求めるため応札
者が限定されやすいことによるものと考えられる。労働者派遣を除いた、物品、役務、工事
で一者応札率を算出すると、2023年度は82.6％となり、2022年度の83.6％より1.0ポイント
改善していることから、一者応札に関する施策の着実な実施により一者応札率は低減し、
一定の効果が確認できた。

6

①調達情報公開の継続

　入札希望者が調達内容の詳細を容易に取得できるように理研
のホームページ上に調達情報を掲載し、仕様書等をダウンロー
ドできるようにしている。
　また、希望する業者に対しては、入札情報の自動配信サービ
スも実施している。
　今後も入札希望者が調達内容を把握できるよう調達情報の公
開に努めていく。

　ホームページ上に調達情報の掲載を
行ったか。入札情報の自動配信サービス
を実施したことでの業者からの関心等効
果の検証

　入札公告及び随契公募は、Web公開を100％実施した。
入札情報の自動配信サービスの活用により、訪問頻度の少ない業者でも入札情報の入
手が容易となり、業者が応札可能性のある案件を見落とさないようにしている。これにより
資料のダウンロードや検討機会も多くなり、関心の高さが維持されていると考えている。な
お、来所した業者には、可能な範囲で入札情報の自動配信サービスの活用を促している。

7

②公正性、競争性の担保

　調達要求元が仕様書を作成する際に、過度な制限や一者偏
重（特化）になることを避け公正性、競争性を担保するために、
適正な仕様書の作成を行うよう啓発に努める。

　仕様書の作成に関する注意、啓発等の
回数

　各事業所で開催している新人オリエンテーション、就業説明会等において仕様書の作成
に関する注意、啓発等、また官製談合等の不正に関する注意も行っている。2023年度の
実施回数は8回（和光1回、筑波1回、横浜1回、神戸1回、大阪1回、播磨3回）である。横浜
では説明資料の動画をホームページに掲載し、人事課より月1回程度新入職員へ動画視
聴を案内した。また、大阪でもオンデマンド型で実施した。さらに、ｅ-ラーニングシステムに
よる契約に関する研修や所内向けホームページにおいて仕様書の作成に関する注意、啓
発等も行った。仕様書の内容については、要求元が作成した仕様書を推進室等の事務部
門でも確認しており、限定的な仕様とならないように指導した。

8

③入札参加要件の緩和

　競争参加者に対して求める実績については、調達対象分野お
ける経験及び技術力の確保を目的とした実績要件から、可能な
範囲で必要最低限の経験及び技術力の確保を実績要件とする
よう緩和に努める。

　入札参加の緩和を行った件数

　物品・役務において、500万円以上の入札に参加するには、A等級、B等級又はC等級の
資格が必要だが、これをD等級まで緩和した案件は、500万円以上の物品・役務の競争入
札1,081件のうち71件（6.6％）となった。引き続き、可能な範囲で入札参加の要件を緩和
し、入札における競争性を確保するよう努めている。
　なお、労働者派遣契約において、客観的指標となる資格を有している者がいない派遣会
社も、入札への参加をしやすくするために、仕様書において「同程度の知識と技術を有す
る者」などの代替要件の提示を行っている。
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9

④公告期間の確保

　理研の契約事務取扱細則においては、「一般競争に付そうと
するときは、入札期日の前日から起算して少なくとも10日以前に
掲示、その他の方法により公告するものとする。」と定められて
いるが、実際には、「止むを得ない場合を除き、業務日で10日以
前に公告する。」こととして、応札者が十分な準備期間を確保で
きるよう配慮している。
今年度も引き続き、案件ごとの特殊性も考慮の上、より適切な
公告期間の確保に努める。

　公告期間を業務日で10日を超えて公告
期間を確保した件数、業務日で10日間と
した件数、公告期間の短縮を行った件数
を比較しより長く確保したか検証する。

　理研の規程では「入札期日の前日から起算して少なくとも10日以前に掲示、その他の方
法により公告するものとする。ただし、急を要する場合においては、入札に支障のない範
囲でその期間を5日まで短縮することができる」と定められており、土日祝日を含めた暦日
で10日の公告期間を設ければよいこととなっているが、公告期間を長く確保するため、こ
れを土日祝日を含まない業務日で10日以上を設けることとして運用している。
　2023年度は、業務日で10日超の公告期間を設けた件数は1,095件、業務日で10日とした
件数は56件であった。一方、緊急性の理由で、暦日で10日よりも短縮した件数は7件あっ
たが、多くの案件で適切な公告期間が確保できた。

10

（3）単価契約及び一括契約の締結促進の取組

　随意契約の件数を削減し、効率的な予算執行を実施するた
め、消耗品や耐久消費財、役務等について、単価契約及び一括
契約の締結を促進するとともに、調達の集約効果による事務業
務の負担軽減を目指す。

　単価契約及び一括契約による調達を業
務効率の向上につながるように検討した
上で実施し、効果について検証する。

　新規の単価契約や一括調達については、業務効率の向上につながるかを検討した上で
拡大に努めるべく、全事業所で取り組んでいる。
　2023年度の単価契約は、全体で177件であり、このうちの新規分は26件（会話による業
務情報検索と業務チャットの多言語化構築[和光]、冷却塔およびボイラー用処理剤[筑
波]、動物飼育施設微生物モニタリング検査業務[神戸]、iPS細胞用分化誘導サプリメント
[横浜]等）であった。これら単価契約を締結することで、数量変動等に伴う事務手続きを省
力化でき、業務の効率化に貢献した。また、新規の一括調達は、2件（フリーズ超低温槽及
びスーパーフリーザー[筑波]、ノンフロン超低温フリーザー及びバイオメディカルフリー
ザー[筑波]）であったが、いずれも複数の要求元からの依頼をまとめて入札に付したもの
であり、契約事務の効率化につながった。地区を跨いだ新規の一括調達は、トナーカート
リッジ単価契約（ＯＫＩ）、トナーカートリッジ単価契約（キヤノン）及びコピー用紙単価契約の
3件である。トナーカートリッジ単価契約の2件は、個別に契約していた和光と横浜の案件
を統合したものであり、コピー用紙単価契約は、筑波と播磨を除く全所で契約していたもの
に播磨を加えたものである。
　業務上必要となる新規単価契約や一括調達を行うことで、入札等の契約に係る事務作
業を集約、削減でき、事務効率の向上につながっている。

11

（4）Web調達の活用

　少額で購入頻度の高い消耗品等の調達については、発注手
続きの効率化に資するものとして、近年発達してきたWeb調達
が挙げられる。
　Web調達については、全所で利用可能となっていることから、
これを活用することにより、調達の簡素化等業務の効率化を目
指す。

　Web調達の活用により調達の簡素化等
業務が効率化されたか検証する。

　Web調達については、理研全体で最も調達件数の多い30万円以下の物品購入で利用で
きるようになっている。伝票数は、2022年度は25,013件であったが、2023年度は25,442件
で1.7％増加し、Web調達の利用が拡大していることが確認された。
　Web調達は、通常の発注に比べ発注時の見積書取得と伝票起票の手間が省かれるた
め、調達の簡素化・効率化が推進された。
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12

（5）ICT（情報通信技術）の活用

　契約依頼、調達手続き、納品確認など一連の契約手続きの各
段階でICTを活用することで、契約手続きの効率化、及び調達
業務に係る新しい働き方改革の実現を目指す。

　契約手続きの効率化と働き方改革への
貢献について検証する。

　契約決裁書類の原則オンライン化により、起案者・決裁ルートの者・決裁権者ともに、場
所を選ばずに起案・決裁処理ができるようになり、在宅勤務で対応可能な業務範囲が広
がるなど新しい働き方を継続実施した。また、書類作成時に過去の契約書や稟議書を確
認する場合、端末から即座に参照でき、在宅勤務の際にも必要な資料を容易に入手する
ことが可能となり、契約手続きの効率化と働き方改革への貢献に一定の効果が確認でき
た。
　電子化で見えてきた課題（①稟議回付中の誤りを修正する場合に再度PDF化することに
よる煩雑さ、②工事関係等の大量の資料についてモニタ上だけでは確認しにくいこと）につ
いては、①OJT等による指導・教育を踏まえ業務の習熟度を向上させたことにより概ね改
善した。②電子化のデメリットとして一般的にも言われていることではあるが、ICTの活用
は、出勤と在宅を組み合わせたより柔軟な働き方にも有効であり、会議室等の大型モニタ
を活用したWeb会議を実施するなどの課題への対応を進めることで改善した。一方で、必
要な場合には対面での書面確認も実施した。引き続き、両者（電子・書面）の長所を組み
合わせて、適正かつ効率的な決裁処理を推進していきたい。

13 3.調達に関するガバナンスの徹底 - -

14

（1）発注権限の遵守

　理研においては原則としてすべての発注は契約担当部署から
行う。

　原則として、全ての発注は、契約担当部
署からの発注としたか。

　会計規程等に沿った調達手続きを定め徹底することにより、少額案件も含め全ての契約
案件について契約担当部署から発注を行っている。

15

（2）随意契約に関する内部統制の確立

　少額随意契約基準額を超える随意契約案件については、事
前に契約審査委員会において、会計規程等における「随意契約
によることができる事由」との合規性の観点から適否の審査を
受ける。

　少額随意契約基準を超える競争性のな
い随意契約について、全件契約審査委員
会の審査を実施したか。

　少額随意契約基準額を超える競争性のない随意契約については、すべて契約審査委員
会による事前審査を実施した。
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（3）契約担当部署による納品確認の徹底

　検収にあたっては、契約担当部署（納品確認センター及び納
品確認スタッフ）による納品確認を実施しており、不正防止の観
点からこれを確実に実施する。

　物品の納品にあたって、確実に納品確
認を行ったか。

　会計規程等に沿った納品確認の手続きを定め徹底することにより、要求元以外の契約
担当部署による納品確認を実施している。従来より納品確認センター及び訪問による納品
確認を実施しているが、遠隔地の納品などで一部やむを得ない場合は、電子メールで受
領した画像データによる納品確認も確実に実施した。
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（4）公的研究費の不正使用防止のための取組

　研究費の不正使用の防止及び適切な執行を行うために、調達
手続の枠組みを契約担当部署で共有するとともに、所内へ周知
徹底する。

　事業所の契約担当者間で共有を行った
か。所内へ周知を行ったか。

　研究費の不正使用防止として、新入職員オリエンテーション等で研究費の正しい執行に
ついて周知を行うとともに、ｅ-ラーニングにより研修を実施している。また、毎月実施して
いる契約担当課の連絡会議において、適宜、必要な情報共有を行った。
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